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 「夫日本人・妻外国人」の婚姻は1980年代後半
より急増。 

 2008年は28,720件で、国際結婚全体の78% 
 妻の国籍　中国42.5%　フィリピン25.4% 
　　　　　　韓国・朝鮮15.7%　タイ4.7% 
 アジア女性が圧倒的に多い。 
 「仲介型」による結婚が多いと思われる。 

ここでは結婚移住アジア女性を中心に考察する。 



　文化庁日本語教育研究委嘱により、平成19
年度・20年度に（社）日本語教育学会が
行った「外国人に対する実践的な日本語教育
の研究開発」から、内海の担当した調査の結
果をもとにしています。 



 来日前に日本語学習歴のない女性が多い。 
 夫の暮らしている地域で生活を始める。 
　→初期は同国人とのネットワークがない。 
 来日後1年程度は、家族とコミュニケーショ
ンがとれず、精神的に不安定な状況が続く。 

 生涯を日本で暮らす前提である。 



 日本語教室の情報を入手し家族の賛成が得ら
れるまでは独学。 

 日本語教室（ボランティア団体や国際交流協
会主催）で週に1.5～2時間程度。 

 文型積み上げ型の教材で発話中心の活動。 
 出産や就職で中断されやすい。 
 日本語学習の機会や質には地域格差がある。 



 初期日本語教育の条件…来日後6か月以内に
日本語教室などでの学習を開始し、一定期間
以上継続する。 

 日常生活に必要な読み書き能力を獲得 
　　→生活に必要な文字情報を入手できる。 
　　→中上級への学習の継続が可能。 
 職場で人間関係を築くことができる。 
 外国人を支援する側に回っているケース。 



 生活に必要な情報を文字から得ることができ
ない。（他者を介した音声情報） 

 夫や同国人に依存せざるを得ない。 
 職場で人間関係を築くことが難しい。 
 日本語ができない状態で生活が軌道に乗ると、
現状に不満があっても日本語学習の再開が非
常に困難。 



 コミュニケーション能力だけでなく、読み書
き能力の獲得も目指すべき。 

 結婚移住女性が自分の手で生活の質を改善す
るためにも、社会参加のためにも必要。 



 初期日本語教育を、必要な人すべてに対して
公的に保障する。 

 初期日本語教育の情報を早く確実に提供する。 
 初期日本語教育の必要性を家族が理解する。 
 教育の機会と質の地域格差を解消する。 


